
【導入】 
先日行われた統一地方選挙。 
わたしは、ある議員の選挙応援へと駆け付けました。 
 
様々な候補者がいるなかで、見受けれらた政策の多くは、高齢者に向けたもの。 
そのことを後援会の方に尋ねると、 
「高齢者の支持が得られなければ、当選できないからね。」 
そう、言われました。 
 
確かに言われてみれば、選挙に勝つには大多数の意見を取り入ればいけません。 
しかし、市民の代表である政治家が、当選のためにだけに政策を考えていて良いのでしょう

か？ 
もっと目を向けるべき問題が、日本にはあるのではないか！ 
 
本弁論では、この国の抱える「シルバーデモクラシー」の問題と、その解決を訴えます。 
【現状】 
 
さて、そもそもシルバーデモクラシーとは、どのような状況を指すのでしょうか。 
ここでは、「50歳以上の有権者が、50歳未満の有権者の数を上回っている」ことで、 
「政策が50歳以上の有権者向けに偏重し、弊害が生まれる状態」と定義します。 
 
日本の有権者を見ると、50歳以上の有権者の数が、それ以下の有権者数を1000万人ほど上
回っています。 
一般的に若者の投票率が低く、高齢者の投票率は高い、という投票率の違いも考えれば、さ

らにその差は大きくなります。 
 
では何故、50歳以上、未満で分けるのか。 
それは、50歳を境に、有権者が望む政策が大きく変化するからです。 
 
総務省の調査によれば、 
50歳未満の有権者は、政策課題において「景気対策や子育て、教育」を最重要だと考える
傾向があります。 
それに対して、50歳以上になると、今後自らの生活に影響を及ぼす「年金や医療・介護」
といった政策の充実を、最優先に求めるようになるのです。 
 
前者は現役世代向けの政策、後者は高齢者向けの政策と言えるでしょう。 
 
 
 
では実際に、日本の予算配分を見てみます。 
やはり、年金や介護に対する支出が多く、景気、教育、子育てに対する配分は少ないので

す。 
一人当たりの金額でみた時、その支出金額の差は実に15倍。 



日本は、現役よりも高齢者に対して、一人あたり、15倍以上のお金を使っていることにな
ります。 
同じように試算すると、イギリスが、4倍。ドイツは6倍。フランスは7倍。 
日本の15倍というのは、他国と比べても突出した数字です。 
これを見れば、日本の政府支出が高齢者に重きをおいていると言えます。 
 
では、高齢者に偏った政治の、一体何が問題なのでしょうか。 
 
それは、現役世代、さらには未来の子供たちに負担を負わせるということです。 
 
今後若者向けの政策が打てなければ、現在も続く少子化の面で、日本は深い傷を負うことに

なると私は考えます。 
 
人口が減ることの影響を、２つの観点から見ていきます。 
 
まず、国内への影響として日本の足元を支える社会保障制度はどうなるでしょう？ 
今の制度を維持することは、難しくなります。 
2012年には、高齢者１人を現役世代２人で支えていました。 
それが、2050年には高齢者1人を現役世代1人を支えねばなりません。 
このまま少子高齢化がすすめば、社会保障制度は、 
現役世代という土台が潰れ、崩壊してしまうかもしれません。 
 
では世界の中で日本の立場はどうなるでしょう？ 
日本の経済を回す労働人口が減り、国際競争を勝ち抜くことはできなくなります！ 
実際に、経済へ悪影響を与えることは、各種研究機関のシミュレーションで判明していま

す。 
 
 
高齢者に偏った政治は、これらのような、次の世代に厳しい社会を残すことになるのです。 
 
 
 
 
 
 
【問題点理念】 
私は、この豊かな日本の生活を守りたい！ 
私達の、子や孫の世代が、今よりも貧しい生活を送ることは、とても許容できることではな

いのです！ 
 
 
だから私はここで、問いたい！！ 
 
このままの状況を肯定して、未来の子どもたちに対して、不安を残したまま進んでいくの

か！ 
それとも、現状に甘んじることなく、日本の未来を考えた政策を取るのか！ 



 
このままの状況を肯定して、自分たちの利益だけを追求するのか！ 
それとも、想像力を働かせ、未来の子や孫のために一歩目を踏み出すのか！ 
 
これまでは、現状に甘んじ、想像力を働かせなくても良かった。 
大幅に増大し続けてきた経済規模。多くの若者で、少数の高齢者を支えていた社会保障制

度。 
 
しかし、状況は変わったのです。 
鈍化した経済成長、支える側と支えられる側の人数が歪となった社会保障制度。 
 
何もかもが変わったのに、抜本的な制度改革は行われない。 
なぜなら、高齢者が多数派という構造が変わらないから。 
それどころか、ますます高齢者は増え、この傾向は強まる一方です。 
だから今！私はこの場で解決策を訴えたい。 
 
【方向性】 
 
では、どうすればいいのか。 
 
高齢者ではなく、若者向けの支出を増やします。 
 
しかし、ここで個別の問題に対するプランを述べても、この問題は解決できません。 
 
なぜか。お金の問題が付きまとうからです。 
 
どんなに優れたプランであっても、お金がなければ問題を解決することはできません。 
 
そして、お金は無限に存在するものでもありません。 
 
若者と高齢者で、予算を分け合う必要があるのです。 
 
予算の分け方を決めるのは政治家、もっと言えば政治家を選ぶ国民です。 
 
そして、現状では、高齢者に多く分けられた予算の配分を変更することはできません。 
 
なぜなら、シルバーデモクラシーという状況下で、高齢者の身を削る政策を打つことは非常

に困難であるからです。 
 
だからこそ、個別の対策ではなく、シルバーデモクラシーという、根本的な状況を変えてい

かなければいけないのです。 



 
 
【プラン】 
 
そこで私は、1点のプランを提案します。 
 
それは、0歳投票制度の導入です。 
 
0歳投票制度とは、その名の通り、0歳から投票できるようにする制度です。 
 
勿論、赤ちゃんが自分で投票することはできません。 
 
ですから、0歳から17歳の子供に関しては、親が、代わりに投票することとします。 
 
例えば、両親と子供1人の3人家族の場合は、母親と父親が0.5票ずつ、子供の分の投票権を
持つことになるのです。 
 
この制度の導入により、現役世代の票数がおよそ2000万票増え、高齢世代と数の割合が逆
転します。 
 
現在の投票率を加味したとしても、総投票数に占める割合は同じか、現役世代のほうが高齢

者世代より僅かに高くなるのです。 
 
また、この制度は、現役世代が投票をおこなうインセンティブにもなります。 
現役世代が投票をしない理由として、多く挙げられるのが、自身の投票では何も変わらない

から、というものです。 
しかし、今までは、数の関係で勝つことが出来なかった現役世代も、この0歳投票制度によ
り、自分たちの投票で政治の動向が変わる可能性が高くなる訳です。 
このようなことから、0歳投票制度には、現役世代の投票率を上げる効果も期待できます。 
 
そして、現役世代の投票数が増えれば！ 
現役世代が、政治に与える影響力が今よりも大きくなります。 
今まで、当選するために高齢者を優遇せざるを得なかった政治家も、若者からの票を考え、

若者向けの政策を打てるようになるのです。 
 
若者向けの政策。 
例えば、フランスでは、断続的に若者向けの支出を増やしつづけ、若者向けの予算を10年
間で2.5兆円増加させました。 
これによって、出生率は、1.6ポイントから、2ポイント近くまで増加。 
人口が減る一方だったフランスは、人口を維持できるほどの出生率に回復しました。 
このように、政策によって、少子化を解決することは可能です。 
シルバーデモクラシーを解消し、日本も若者向けの政策が打てるようになれば、日本が抱え

る問題は解決に向かうのです。 
 
 



確かに、国の根幹たる選挙制度を変えることに、違和感をお持ちの方もいるかもしれませ

ん。 
しかし、選挙制度は、その進歩に合わせて、普通選挙の導入や女性参政権の付与、という形

で、その姿を変えてきました。 
 
今や日本の高齢化率は世界一です。 
その日本から、新しい選挙制度を示していく、というのは、自然なことではないでしょう

か。 
 
承前啓後、過去を見つつ、新たな制度を導入することで、日本の未来がより輝かしいものに

なることを願って、本弁論を終了いたします。 
 
ご清聴ありがとうございました。 
 
 
 


